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【手続補正書】
【提出日】平成26年2月5日(2014.2.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の表面と、前記第１の表面と反対側の第２の表面とを有する半導体層と、
　前記半導体層の前記第１の表面に接する第１の導体電極と、
　前記半導体層の前記第１の表面に接する第２の導体電極と、
　前記第１の導体電極と前記第２の導体電極との間において、前記半導体層の前記第１の
表面に接する第３の導体電極と、
　前記半導体層の前記第２の表面上のゲートと、を有し、
　前記第３の導体電極は、前記第１の表面において、前記半導体層の第１の端部から前記
第１の端部と対向する第２の端部にわたって位置し、
　前記半導体層は酸化物半導体を有する電界効果トランジスタ。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記第３の導体電極は、前記第１の導体電極と同じ電位である電界効果トランジスタ。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２において、
　前記第１の導体電極の前記半導体層と接する部分の仕事関数、及び前記第２の導体電極
の前記半導体層と接する部分の仕事関数は、前記半導体層の電子親和力と０．３電子ボル
トとの和よりも小さい電界効果トランジスタ。
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【請求項４】
　請求項１乃至請求項３のいずれか一において、
　前記第１の導体電極と前記半導体層、及び前記第２の導体電極と前記半導体層は、オー
ミック接合である電界効果トランジスタ。
【請求項５】
　請求項１乃至請求項４のいずれか一において、
　前記第３の導体電極の前記半導体層と接する部分の仕事関数は、前記半導体層の電子親
和力と０．６電子ボルトの和よりも大きい電界効果トランジスタ。
【請求項６】
　請求項１乃至請求項５のいずれか一において、
　前記第３の導体電極と前記半導体層とはショットキーバリヤ型接合である電界効果トラ
ンジスタ。
【請求項７】
　請求項１乃至請求項６のいずれか一において、
　前記半導体層と前記ゲートとの間にゲート絶縁膜を有する電界効果トランジスタ。
【請求項８】
　請求項１乃至請求項７のいずれか一において、
　前記半導体層の前記第１の表面に接する第４の導体電極を有し、
　前記第４の導体電極は、前記第１の導体電極と前記第２の導体電極との間に設けられ、
　前記第４の導体電極は、前記第３の導体電極とは離間して設けられ、
　前記第４の導体電極は、前記半導体層の前記第１の端部から前記第２の端部にわたって
位置する電界効果トランジスタ。
【請求項９】
　請求項８において、
　前記第４の導体電極は、第２の導体電極と同じ電位である電界効果トランジスタ。
【請求項１０】
　請求項１乃至請求項９のいずれか一において、
　前記半導体層は、ドナーあるいはアクセプタを含む第１のドーピング領域と第２のドー
ピング領域とを有する電界効果トランジスタ。
【請求項１１】
　請求項１０において、
　前記第１のドーピング領域および前記第２のドーピング領域のドナーあるいはアクセプ
タの濃度は１×１０１８／ｃｍ３以上１×１０２１／ｃｍ３未満である電界効果トランジ
スタ。
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